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設立

設置都市等

代表者

（１）沿革

設置経緯

見直しの動向

役割（2024年時点）

（２）　組織体制

常勤職員数 2 人

うち常勤研究員数 2 人
非常勤研究員数 2 人

庶務体制

市民参加、外部連携

その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　） 

専門的な知識を有した研究員の採用　　
外部有識者の活用(研究員として採用した者を除く)　     
大学・非営利活動法人等と連携した研究の実施　　
設置市の企画部署と連携した研究の実施　　　　　
設置市の関係部署と連携した研究の実施　　　　　
その他（　　　　　　　　　） 
特に行っていない　

　当部署は当初自治体内シンクタンクの位置づけで設置されたが、現在は、機構に位置付け
られた組織であるため、庶務は自治体の「部署（課）」として行っている。

　地方自治法第１７４条に基づく非常勤特別職の専門委員として委嘱している「政策創造専門
委員」と定期的に意見交換を行っており、先進的な事例の鎌倉市への導入の可能性などにつ
いてアドバイスを受けている。

専門性確保に関する特徴
（複数選択可）

２　組織動向

　中長期的な都市像を構築するため、山積している課題について詳細な調査研究を行い政策
形成の基礎とするとともに、施策の充実を図る観点から、平成23年4月１日に、これまで経営
企画部の所管事務であった「地方自治運営に関する調査及び研究についての事項」を所管す
る組織として、市の組織機構の中で「鎌倉市事務分掌条例」に定められた部には属せず、部相
当の特命担当として「政策創造担当」が設置された。
　その後、平成27年４月１日に研究と施策の連携をより強くする目的から、経営企画部内（現
在は共生共創部に部名が変更）の課として「政策創造課」を設置した。

上記のとおり

１政策創造担当
(1)市政全般に関する中長期的な課題の調査及び研究についての事項
(2)市政全般に関する基礎調査及び庁内基礎データの活用促進についての事項
(3)庁内の政策形成支援及び政策形成能力の向上についての事項
(4)庁内横断的に取り組むべき新たな課題に関する調査及び研究並びに施策の立案について
の事項

設置形態（択一）

自治体の内部組織
常設の任意団体（提言等を行う会議体型の団体も含む）
公益法人（財団法人・社団法人）
大学の附置機関
広域連合

鎌倉市政策創造課 政策創造担当

１　組織概要

神奈川県鎌倉市御成町18番10号

0467－23－3000（内線2793）

0467－23－8700（代表）

https://www.city.kamakura.kanagawa.jp/shisei/chousakenkyu/index.html

souzo@city.kamakura.kanagawa.jp

2011年4月1日

神奈川県鎌倉市

政策創造課長　　安冨　誠人

#


（３）会計

2024年度予算 千円　
2023年度決算 千円　
2022年度決算 千円　

順位
1位
2位
3位
4位
順位
1位
2位
3位
4位

定期刊行物

（２）活動のマネジメント状況

研究員の業務分担

研究員の専門性
育成の手立て

研究員のキャリアパス等

４　特記事項

自治体職員による担当制での実施

・ 外部研修への参加
・ 非常勤研究員等については、調査研究テーマに合った人員配置を実施

政策創造課での調査・研究業務を通じ、市の中長期的な課題を見据えた政策形成手法を習
得し、各事業課での新規事業の立ち上げや既存事業の見直し、改善等に寄与する人材の育
成を目指す。

ウ　活動の評価とその反映
（複数選択可）

設置市の行政評価制度により評価を受けている
運営委員会等、貴団体・組織の運営に関わる機関から評価を受けている
外部有識者から評価を受けている　
報告会・アンケート等の機会を設けて、評価を受けている  
その他
特にそういう機会はない

イ　情報発信
（複数選択可）

設置市の議員や幹部職員に、報告や提言を行う

設置市の関係部署に、報告や提言を行う
設置市の庁内の広範囲に、成果物を配布する
報告会を実施する
日常的活動を、ＨＰ・メールマガジン・ニューズレター等で周知する

その他

特に行っていない　

３　活動動向

（１）活動実績　　

―

ア　テーマ決定
（複数選択可）

設置市からの要請　
外部有識者等からの助言・示唆
貴団体・組織で、設置市の総合計画等に明記された重要課題から選択　
貴団体・組織で自ら発案

その他（具体的に：総合計画を所管する企画課との連携により、中長期的、
庁内横断的なテーマについて選定を行う。）

自治体の内部組織の場合の
事業活動収入の主な内訳
（多い順に選択）

収入種別
設置部局の予算

142
642

自治体の内部組織以外の団
体の場合の事業活動収入の
主な内訳
（多い順に選択）

収入種別
なし　　　　　　　　　　　　　　　　　　

740

会計規模※人件費・間接費（オフィス賃借料、水道光熱費等）は含まない



その他

調査研究名

新たな総合計画策定に向け
たアンケート調査

自治体シンクタンク研究交流
会議の開催

共創の場形成支援プログラ
ム（COI-NEXT）

神奈川大学との共同プロ
ジェクト「今よりちょっといい
暮らし、学生と考えるFABラ
イフ」の実施

新たな総合計画の策定に向けて、総合計画に位置付ける取組の検討に必要な人口構造の推
計を設定するため、住民基本台帳から2,000名を無作為抽出のうえ、調査票を郵送し、アン
ケート調査を実施した。
（https://www.city.kamakura.kanagawa.jp/keiki/r8newplansearch.html#shushouritusearch）

３Ｄプリンタなどのデジタルファブリケーションを活用して、様々な方々が身近な困りごとや地域
の課題を自分自身で解決ができるまちづくりを目指した研究を進めている。
令和６年度は、包括連携協定を締結する神奈川大学の学生と市民による全２回の対面式のプ
ログラムを実施し、３Ｄプリンタなどの「ＦＡＢ」を切り口に、日常の中の困りごとやあったらいい
な、を叶えるアイデアを共創した。
（https://www.city.kamakura.kanagawa.jp/seisaku-souzou/fabcity.html）

慶應義塾大学が中核拠点を務める「共創の場形成支援プログラム（COI-NEXT）」において、幹
事自治体として参画し、地域企業、市民団体とともに新しい「資源循環によるまちづくり」につい
て研究している。
（https://coinext.sfc.keio.ac.jp/）

令和６年度は、鎌倉市が開催地となり、全国の自治体シンクタンク関係者が集まり、講演、
ワークショップを通じた自治体シンクタンクの在り方や共通課題の改善方策などの議論を行っ
た。
（https://www.city.kamakura.kanagawa.jp/seisaku-souzou/20250109.html）

５　2024年度に実施した調査研究

調査研究の概要

―


